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１－１．トップランナー制度による規制の概要
 エネルギーの使⽤の合理化等に関する法律（省エネ法）に基づき、これまで2004冷凍年度＊、

2007冷凍年度、 2010年度、2012年度を⽬標年度とする基準を設定。製造事業者や輸⼊
事業者に対して、⽬標年度までにエネルギー消費効率の⽬標達成を求めている。

 未達成の製造事業者等には、相当程度のエネルギー消費効率の改善を⾏う必要がある場合に
勧告、公表、命令、罰則（100万円以下）の措置がとられる。

企業ごとに⽬標年度に、出荷製品のエ
ネルギー消費効率の加重平均が⽬標
基準値を上回ることが必要

５割以下

⽬標基準値

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
効

率

機器A
機器B
機器C
機器D
機器E

⽬標基準値の設定
（区分毎）

⽬標年度（3〜10年後）
達成判定

（区分ごとに販売台数に応じて加重平均）

５割以上

機器Aの省エネ⽔準と技術進
歩の⾒込み等を加味してトッ
プランナー基準を策定

機器Aʼ
機器Bʼ
機器Cʼ
機器Dʼ
機器Eʼ

X社
…

…

＊ 前年10⽉から当年9⽉におわる年度
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（参考）トップランナー基準値策定における考え⽅
 省エネルギー基準部会において「特定機器に係る性能向上に関する製造事業者等の判断基準

の策定・改定に関する基本的考え⽅について」（総合資源エネルギー調査会第10回省エネル
ギー基準部会改定。以下「トップランナー原則」という。）を定めている。

原則５のイメージ 原則６のイメージ

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
効

率

基本指標
現⾏製品のエネルギー消費効率（⾼度な技術あり）
現⾏製品のエネルギー消費効率（⾼度な技術なし）

⾼度な技術を⽤いた製品の最も⾼い
エネルギー効率を⽰す関係式

⾼度な技術を⽤いていない製品の最も⾼い
エネルギー効率を⽰す関係式

⽬標基準値（実線）
⾼度な技術を⽤いた製品への
シフトを⾒込んで同⼀区分で
基準値を設定する

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
効

率

基本指標
特殊品
現⾏製品のエネルギー消費効率

技術開発等により今後想定される
効率改善分（除外された特殊品の
技術の利⽤可能性も含めて検討）

当該区分に属する特殊品を除いた
最も⾼いエネルギー消費効率を
関係式を表したもの

← 特殊品

原則５ 高度な省エネ技術を用いているが故に、高額かつ高エネルギー消費効率である機器等につい

ては、区分を分けることも考え得るが、製造事業者等が積極的にエネルギー消費効率の優
れた製品の販売を行えるよう、可能な限り同一の区分として扱うことが望ましい。

原則６ 1つの区分の目標基準値の設定にあたり、特殊品は除外する。ただし、技術開発等による効
率改善分を検討する際に、除外された特殊品の技術の利用可能性も含めて検討する。

良

悪

良

悪
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（参考）エアコン能⼒別 効率の分布状況

出所）2018年度製品ラインナップ︓（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会（APF︓JIS C 9612:2013）
現⾏基準︓（APF︓JIS C 9612:2005）
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１－２．対象となるエアコンディショナー
 家庭⽤のものについては、冷房能⼒が28kWを超えるもの、⽔冷式のもの、ウインド形および冷房

専⽤のもの、電気以外のエネルギーを暖房の熱源とするもの、⾼気密・⾼断熱住宅⽤ダクト空調
システム、ソーラー専⽤のもの、床暖房⼜は給湯の機能を有するものを除いている。

種類 2018年度
出荷台数

2010⽬標年度
(基準年度︓2005年度
告⽰施⾏︓2006年度

または2009年度)

2012⽬標年度
(基準年度︓2006年度
告⽰施⾏︓2009年度)

家
庭
⽤

シングル＊1

(１対１)

壁掛形 943.5万台
（96.1%） ○＊２ 基準据え置き

壁掛形以外
(ハウジング)

10.3万台
（1.0%） 基準据え置き ○

マルチ 6.1万台
（0.6%） 基準据え置き ○

○︓規制対象

出所）2018年度出荷台数︓（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会

＊１ 冷暖房兼⽤かつセパレート形が規制対象。ウインド形および冷房専⽤は規制対象外。
＊２ 冷房能⼒4.0kW以下については2006年度告⽰、4.0kW超については2009年度告⽰。



⽤途 冷暖房兼⽤かつセパレート形
ウインド形および冷房専⽤種類

シングル(１対１)
マルチ

壁掛形 壁掛形以外

イメージ
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（参考）家庭⽤エアコンの種類

（天井埋込カセット形室内機）

（壁埋込形室内機）

（床置形室内機）

（ウィンド形）

（室外機）

（室内機）

（室内機）

 セパレート形は１つの室外機に１つの室内機を接続するシングルタイプと、１つの室外機に２つ以
上の室内機を接続するマルチタイプがある。シングルタイプで、壁掛形以外（ハウジングエアコン）
の室内機の形態は、天井カセット形、壁埋込形、床置形がある。セパレート形以外の形態は、窓
に取り付ける⼀体形であるウィンド形がある。

（室外機）

（壁掛形室内機）

出所）「エアコンディショナー判断基準⼩委員会最終取りまとめ」（平成20年）参考資料
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１－３．現⾏基準の区分
 現⾏のトップランナー制度における家庭⽤エアコンの基準ではユニットの形態、冷房能⼒、室内機

の⼨法タイプの3つの要素により区分が分けられていて、それぞれの組み合わせにより全13区分に
分かれている。

*1 「マルチタイプのもの」とは、１の室外機に２以上の室内機を接続するものをいう。
*2 冷房能⼒は、JIS B 8615-1 ⼜はB 8615-2 に規定する冷房能⼒の試験⽅法（温度条件はT1とする。）により測定した冷房能⼒の数

値を指す。
*3 「室内機の⼨法タイプ」とは、室内機の横幅⼨法800ミリメートル以下かつ⾼さ295ミリメートル以下の機種を⼨法規定タイプとし、それ以外を

⼨法フリータイプとする。

 直吹き形で壁掛け形のもの
 直吹き形で壁掛け形以外のもの（マルチタ

イプのもののうち室内機の運転を個別制御
するものを除く。）

 マルチタイプのものであって室内機の運転を
個別制御するもの

× ×
例えば直吹き形で壁掛け形のものでは、
 3.2キロワット以下
 3.2キロワット超4.0キロワット以下
 4.0キロワット超5.0キロワット以下
 5.0キロワット超6.3キロワット以下
 6.3キロワット超28.0キロワット以下

ユニットの形態*1 冷房能⼒*2

直吹き形で壁掛け形で、
冷房能⼒4.0キロワット
以下のものについて、
 ⼨法規定タイプ
 ⼨法フリータイプ

室内機の
⼨法タイプ*3
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１－４．各区分におけるエネルギー消費効率の状況
 現⾏13区分のうち、壁掛形の製品の出荷が主流となっており、特に区分Aは全体の7割以上を占

める。冷房能⼒別にみると2.2kWクラスが最も多く、全体の42%を占める。
 いずれの区分においても2016年度における平均基準達成率は100%を超えており、エネルギー

消費効率の改善率では区分全体で2006年度の実績4.5（平均冷房能⼒2.5kW）から5.8
（平均冷房能⼒3.3kW）になり、29％向上している。

区分
出荷台数
（万台）

APF
基準

達成率区分名 ユニット
の形態 冷房能⼒ 室内機の

⼨法タイプ
加重調和
平均値

⽬標
基準値

A

壁掛形

〜3.2kW ⼨法規定 612.3 (73.8%) 5.89 5.8 102%
B ⼨法フリー * 6.89 6.6 104%
C 〜4.0kW ⼨法規定 116.7 (14.1%) 5.40 4.9 110%
D ⼨法フリー * 7.28 6.0 121%
E 〜5.0kW - * 5.96 5.5 108%
F 〜6.3kW - 68.8 (8.3%) 5.56 5.0 111%
G 〜28.0kW - 16.0 (1.9%) 5.34 4.5 119%
H

壁掛形
以外

〜3.2kW - 3.5 (0.4%) 5.39 5.2 104%
I 〜4.0kW - 3.6 (0.4%) 4.98 4.8 104%
J 〜28.0kW - 2.3 (0.3%) 4.49 4.3 104%
K

マルチタイプ
〜4.0kW - * 5.60 5.4 104%

L 〜7.1kW - 3.8 (0.5%) 5.60 5.4 104%
M 〜28.0kW - 1.3 (0.2%) 5.47 5.4 101%

冷房能⼒
(kW)

出荷台数
(万台) 構成⽐

〜 2.2 412.7 42.0%
〜 2.5 127.8 13.0%
〜 3.2 184.0 18.7%
〜 3.6 43.0 4.4%
〜 4.0 101.0 10.3%
〜 5.0 3.0 0.3%
〜 5.6 68.7 7.0%
〜 6.3 19.2 2.0%
〜 7.1 14.6 1.5%
〜 8.0 4.5 0.5%
8.0超 2.8 0.3%
合計 981.5 100.0%

出所）（⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会

冷房能⼒別
2018年度出荷台数

各区分におけるエネルギー消費効率および出荷台数

出所）「特定エネルギー消費機器の省エネ技術導⼊状況等に関する調査」の2016年度実績データより作成
*製造社数が2社以下の区分であり⾮公開とした。
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（参考）現⾏基準の⽬標基準値
 現⾏基準の⽬標基準値の算定は、以下の製品帯それぞれについて以下の通り設定された。

① 直吹き壁掛けのもの︓トップランナー値から、冷房能⼒4.0kW以下の⼨法規定タイプについては効率改
善分を3%、⼨法フリータイプについては4%、4.0kW超のものに関しては2%の改善（基準達成に取り
組むための期間が4.0kW以下に⽐べて相対的に短いため）を⾒込んで設定。

② 直吹き壁掛けのもの以外の分離形のもの︓トップランナー値から3%の改善を⾒込んで設定。
③ マルチタイプのもの︓出荷台数が減少傾向であり、モデルサイクルが遅いことから、技術改善分は基本的

には⾒込まないでトップランナー値を設定。ただし、⽬標基準値は区分間で⽭盾がないように設定。

区分 トップラン
ナー値 改善率 ⽬標

基準値 ⽬標年度
区分名 ユニット

の形態 冷房能⼒ 室内機の
⼨法タイプ

A

壁掛形

〜3.2kW ⼨法規定 5.65 3.0% 5.8
2010
年度

B ⼨法フリー 6.40 4.0% 6.6
C 〜4.0kW ⼨法規定 4.80 3.0% 4.9
D ⼨法フリー 5.80 4.0% 6.0
E 〜5.0kW - 5.4 2.0% 5.5

2012
年度

F 〜6.3kW - 4.9 2.0% 5.0
G 〜28.0kW - 4.4 2.0% 4.5
H

壁掛形以外
〜3.2kW - 5.0 3.0% 5.2

I 〜4.0kW - 4.7 3.0% 4.8
J 〜28.0kW - 4.2 3.0% 4.3
K

マルチタイプ
〜4.0kW - 5.1 5.0% 5.4

L 〜7.1kW - 5.3 2.0% 5.4
M 〜28.0kW - 5.4 0.0% 5.4

出所）「エアコンディショナー判断基準⼩委員会最終取りまとめ」（平成18年および平成20年）参考資料
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２－１．出荷台数の推移
 家庭⽤エアコンの2018年度の出荷台数は前年⽐8.4％増加で981万台であった。
 普及台数は⼀定の前提のもと、2018年度時点で約1億3千万台と推計。

出所）出荷台数︓(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会
普及台数推計︓世帯あたり保有台数を元に推計（「住⺠基本台帳に基づく⼈⼝、⼈⼝動態及び世帯数」、「国勢調査」、「消費動向調査」より作成）

家庭⽤エアコンの出荷台数の推移
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（参考）世帯あたり電気消費量
 世帯あたり電気消費量に占めるエアコンの割合は7.4%。

平成21年 家庭部⾨機器別エネルギー消費量の内訳（電気）

出所）資源エネルギー庁平成21年度⺠⽣部⾨エネルギー消費実態調査（有効回答10,040件）および機器の使⽤に関する補⾜調査（1,448件）より
⽇本エネルギー経済研究所が試算（注︓エアコンは２００９年の冷夏・暖冬の影響を含む）。
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（参考）輸⼊台数の状況
 2018年度の家庭⽤エアコンの輸⼊台数は615.6万台であり、国内出荷台数981.5万台の

63％を占める。

出所）財務省 貿易統計、品⽬コード 8415.10.010、8415.81.019、8415.82.019を集計

エアコンの輸⼊動向
年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

輸⼊台数
（万台）

世界計 457.5 581.0 562.9 640.5 534.7 456.1 525.2 581.7 615.6
中国 438.8 553.2 541.4 610.2 511.3 434.6 509.1 564.8 581.1
タイ 18.0 26.8 20.5 30.0 22.9 20.8 15.3 15.6 32.8

マレーシア 0.01 0.01 0.01 0.02 0.00 0.09 0.25 0.78 0.66

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
国内出荷台数(万台) 833.8 830.3 852.1 942.3 809.4 816.6 852.8 905.5 981.5

国内出荷台数
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２－２．普及率と世帯あたりの保有台数

普及率（％） 保有台数
（100 世帯当たり台数）

1 世帯当たり
保有台数

1990年度末 68.1 126.5 1.86
1995年度末 77.2 166.1 2.15
2000年度末 86.2 217.4 2.52
2005年度末 88.2 255.3 2.89
2010年度末 89.2 259.9 2.91
2011年度末 90.0 268.0 2.98
2012年度末 90.5 264.3 2.92
2013年度末 90.6 275.8 3.04
2014年度末 91.2 274.7 3.01
2015年度末 92.5 283.7 3.07
2016年度末 91.1 281.7 3.09
2017年度末 91.1 281.3 3.09
2018年度末 90.6 291.8 3.22

 家庭⽤エアコンの普及率は、⾜元では90%強でほぼ横ばいである。⼀⽅で、エアコンを保有してい
る家庭の1世帯あたりの保有台数は2018年度末時点で3.22台である。

 なお、総務省 住宅・⼟地統計調査では、2018年度の1住宅当たりの居住室数は4.42室であ
る。

出所）内閣府 消費動向調査

家庭⽤エアコンの普及率と保有台数（⼆⼈以上の世帯）
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２－３．平均使⽤年数および買替え理由

平均使⽤年
数（年）

買替え理由（％）

故障 上位品⽬への
更新 住居変更 その他

1990年度末 - - - - -
1995年度末 12.7 61.3 13.5 10.3 14.9
2000年度末 12.0 62.1 17.7 7.2 13.1
2005年度末 10.2 61.8 12.8 15.8 9.6
2010年度末 11.8 56.1 14.6 14.6 14.6
2011年度末 11.9 59.3 14.1 11.5 15.1
2012年度末 11.6 64.6 15.9 9.1 10.4
2013年度末 10.6 53.3 11.8 16.9 18.0
2014年度末 10.7 58.4 12.0 15.3 14.4
2015年度末 12.3 58.6 15.4 10.7 15.4
2016年度末 13.6 65.2 10.7 7.6 16.6
2017年度末 13.5 70.2 10.6 4.7 14.5
2018年度末 14.1 70.5 9.8 6.8 12.9

 家庭⽤エアコンの平均使⽤年数は14.1年であり、買替え理由は故障が最も⾼く70.5%である。

家庭⽤エアコンの平均使⽤年数と買替え理由（⼆⼈以上の世帯）

出所）内閣府 消費動向調査
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２－４．APFの推移（製品ラインナップ）①
 省エネ性能カタログより把握した、トップランナー制度における区分別のAPF最⼩値は、基準年であ

る2010年度以降、全区分において⽬標値（点線）と同等⼜は上回っている。製品ラインナップ
でのAPF単純平均値（⿊点）は、区分C、F、Gについて徐々に上昇している。

出所）省エネ性能カタログより作成

冷房能⼒4.0kW以下
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２－４．APFの推移（製品ラインナップ）②

冷房能⼒4.0kW超

出所）省エネ性能カタログより作成
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２－５．APFの⽐較（製品ラインナップ・出荷台数）
 出荷台数の7割超を占める区分Aは、最も効率の⾼い機器のAPFが7.6、製品ラインナップの平

均では6.21となっているが、出荷されている機器の加重調和平均値は5.86となっており、基準値
5.8と同⽔準となっている。

区分名 A C F G

2016
年度

APF最⾼値 7.6 7.6 6.8 6.3
APF最低値 5.7 4.5 5.0 4.5
APF平均値
(ラインナップで
調和平均)

6.21 5.60 5.49 5.25

APF平均値
(出荷台数で

加重調和平均)
5.89 5.40 5.56 5.34

⽬標基準値 5.8 4.9 5.0 4.5

4
4.5
5

5.5
6

6.5
7

7.5
8

A C F G

AP
F

APF平均値

(ラインナップで

調和平均)

APF平均値

(出荷台数で

加重調和平均)

区分

出所）「特定エネルギー消費機器の省エネ技術導⼊状況等に関する調査」の2016年度実績データより作成



北海道

⻘森県
岩⼿県

宮城県
秋⽥県

⼭形県

福島県

⻑野県

富⼭県

全国平均, 21%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0 200 400 600 800

★
3以

上
⽐

率
(2

01
7年

7⽉
)

冷房デグリーデー[℃]

北海道 東北 関東 北陸 東海
近畿 中国 四国 九州 沖縄

北海道

⻘森県

岩⼿県

宮城県

秋⽥県
⼭形県

福島県

⻑野県

富⼭県

全国平均, 30%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0 500 1000 1500 2000 2500

★
3以

上
⽐

率
(2

01
8年

1⽉
)

暖房デグリーデー[℃]

北海道 東北 関東 北陸 東海
近畿 中国 四国 九州 沖縄

1%

14%

38%

28%

36%

32%

39%

38%

40%

37%

33%

59%

56%

17%

42%

27%

17%

28%

26%

26%

2%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道

東北

関東

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

沖縄

全国

エアコン 電気ストーブ類
電気カーペット・こたつ ガスストーブ類
灯油ストーブ類 セントラル暖房
その他 暖房機器はない

２－６．地域別の出荷構成⽐
 北海道・東北は、主に使う暖房機器としてエアコンを使⽤する世帯は他エリアに⽐べて少ない。
 他⽅で、冷房期に⽐べて暖房期には省エネ性能の⾼い機器が顕著に選ばれている。寒冷地向け

のエアコンについてもその性能を評価すべきではないか。
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最もよく使う暖房機器

出所）環境省 「平成29年度 家庭部⾨のCO2排出実態統計調査」

多段階評価別の出荷台数⽐率

出所）販売台数⽐率︓経済産業省 「平成２８年度IoTを活⽤した新ビジネス創出推進事業（ビッグデータを活⽤した新指標開発事業）」報告書
冷暖房デグリーデー*︓気象庁の2017年度アメダス気象データより作成

*冷房デグリーデー︓⽇平均気温が24℃以上の⽇を冷房期間とし、この期間内の⽇平均気温と基準気温24℃との差を積分したもの。
暖房デグリーデー︓⽇平均気温が10℃以下の⽇を暖房期間とし、この期間内の⽇平均気温と基準気温14℃との差を積分したもの。
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２－７．家庭⽤エアコンの年間消費電⼒量

10年

15年

20年

0

2

4

6

8

10

12

5.8 6.0 6.2 6.4 6.6 6.8 7.0 7.2 7.4 7.6

普
及
機
(A
PF
=5
.8)
との

本
体
価
格
差
[万
円
]

APF

冷房能⼒2.2kW

5.8との本体価格差

※2018年4⽉から2019年3⽉の間の⽉別のエアコン購⼊のPOS情報(184万台)の冷房能⼒2.2kW機について、エアコン価格を従属変数[円]とした重回帰分析を実施。説明変数はAPF、型落ち年数、機能（空気清浄、⾃動
フィルタクリーニング、⼈感センサー）、メーカー名、購⼊⽉。図中点線は使⽤年数を10/15/20年、電気代を27円/kWh、買い替えに伴う⼯事費はゼロ、使⽤時間を⼩売表⽰制度の18時間と想定とした際に、現⾏TR基準値5.8
の平均本体価格に対して投資回収できるライン。なお、家庭⽤エアコンの平均使⽤年数の調査結果は13.5年。（2017年度 内閣府「消費動向調査」より）

 POS情報に基づき実際のエアコンの販売価格をAPF、型落ち年数、機能（空気洗浄等）、企
業名で回帰分析を⾏ったところ、APF1.0改善する毎に2.2kW機は2.7万円の販売価格の上昇
を確認。

 APFに応じて年間の⽬安消費電⼒量は異なる。冷房能⼒2.2kWにおける⼩売表⽰制度の年
間の⽬安消費電⼒量から平均使⽤年数13.5年と仮定した場合、APF1.0あたり1,268kWhの
⽬安電⼒消費量の差が⽣じ、⾦額に換算すると3.4万円となる。
＜13.5年間の電⼒消費量・料⾦の例＞

• APF 5.8 ︓ 9,680kWh （ 261,495円相当）（基準）
• APF 7.6 ︓ 7,398kWh （ 199,571円相当）（トップ）
• 差分 ︓▲2,282kWh （▲61,924円相当）（トップ－基準）
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２－８．ラインナップの推移
 基準の設定当時は、⼨法フリータイプの商品ライナップのシェアは8割程度を占めていたが、⾜元で

はそのシェアが低下している。基準設定当時の⼨法フリー（区分B,D）の⽐率は8割程度あった
が、2017年度では2.1%および10%となった。

出所）「エアコンディショナー判断基準⼩委員会最終取りまとめ」（平成18年）参考資料

⼨法規定と⼨法フリーのラインナップ推移 ⼨法規定の概要
⽇本の標準的な⽊造住宅をモデルとし、室内機の横幅⼨法
800mm以下かつ⾼さ295mm以下の機種。根拠は以下。
・室内機の横幅⼨法
① 旧尺貫法による柱間のモジュール⼨法︓ 910mm
② ３．５⼨の柱の⼨法︓ 106.75mm
③ エアコンと柱の最⼩間隔︓ 5mm
①－②－③ ＝ 910mm-106.75mm-5m ≒ 800mm

・室内機の⾼さ
① 建築基準法施⾏令第２１条の居室の天井の⾼さ、
② 標準的な窓の⾼さ、
③ エアコンと天井の最⼩間隔、
①－②－③＝2100mm-1800mm-5m=295mm

出所）省エネ性能カタログより作成
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２－９．建材の外⽪性能推移

出所）住宅・⼟地統計調査より作成

熱損失係数︓ Q値[W/㎡K]＝（建物全体の熱損失量[W/K]）÷（床⾯積[㎡]）
外⽪平均熱貫流率︓ UA値[W/㎡K]＝（建物全体の熱損失量[W/K]）÷（外⽪⾯積[㎡]）
出所）「エネルギーの使⽤の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」

省エネ基準推移（6地域（旧Ⅳb地域 東京））

基準年 昭和55年基準 平成4年基準 平成11年基準 平成25年基準

外⽪性能 Q値≦5.2W/㎡K Q値≦4.2W/㎡K Q値≦2.7W/㎡K UA値≦0.87W/㎡K

省エネ基準

住宅ストックの建築年別分布推移

 外⽪性能の省エネ基準値は強化されている。
 住宅ストックに占める建築年の新しい住宅の割合は増えている。
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２－１０．建築物外⽪性能と空調負荷想定①
 外⽪性能に応じた空調負荷想定について、年間の負荷帯ごとの空調負荷及び発⽣頻度を集計

（想定床⾯積︓18.1畳）。
 省エネ基準が新しいほど、年間総負荷が減少し、低負荷帯（図中0~2kW）の発⽣頻度が⾼

い。
 JISで想定する住宅は、昭和55年の住宅基準と同⽔準となっている。
省エネ基準ごとの空調負荷想定

出所）建築研究所、「平成28年省エネルギー基準に準拠したエネルギー消費性能の評価に関する技術情報（住宅）」より作成。

出所）JIS C 9612:2013 において、想定床⾯積18.1畳*と省エネ性能カタログ記載の畳数⽬安より冷房定格5.6kWを想定。
なお、JIS C 9612:2013 附属書Cの⼀般住宅での消費電⼒算出に⽤いる補正係数として0.75を⽤いた。

*建築研究所、「平成28年省エネルギー基準に準拠したエネルギー消費性能の評価に関する技術情報（住宅）」で想定される部屋の広さ。

年間の負荷帯ごとの空調負荷[kWh]及び発⽣頻度[%]
＜住宅基準ごとのシミュレーション結果＞

＜JISで想定する空調負荷を冷房定格5.6ｋＷで試算＞
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２－１０．建築物外⽪性能と空調負荷想定②

出所）建築研究所、「平成28年省エネルギー基準に準拠したエネルギー消費性能の評価に関する技術情報（住宅）」より作成。

 外⽪性能に応じた空調負荷想定について、年間の時間ごとの空調負荷(kW)を⾼い順に並べた
曲線（デュレーションカーブ）を作成。

 暖房については外⽪性能の差による変化が⼤きく、空調負荷が発⽣する時間は減少し、最⼤負
荷は減少している。

空調負荷のデュレーションカーブ

H11基準超 H11基準 H4基準 S55基準
①年間冷房負荷[kWh] 2,174 2,092 2,032 2,057
②負荷発⽣時間[hour] 1,409 1,300 1,188 1,185
①÷② 平均負荷[kW] 1.54 1.61 1.71 1.74

H11基準超 H11基準 H4基準 S55基準
①年間暖房負荷[kWh] 1,838 2,834 4,048 5,633
②負荷発⽣時間[hour] 1,381 1,658 1,882 2,029
①÷② 平均負荷[kW] 1.33 1.71 2.15 2.78
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（参考）空調負荷の例
 設置されているエアコンの冷房能⼒に応じた冷房負荷実績について、夏期の⼀週間についての時

間ごとの冷房空調負荷(kW)を⾼い順に並べた曲線（デュレーションカーブ）を作成。
 冷房能⼒が2.2kW機が設置されている部屋と4.0kW機が設置されている部屋のそれぞれの平

均値を⽐べると、4.0kW機に⽐べて2.2kW機の⽅が冷房負荷率は低い。また、2.2kW機は使
⽤頻度も低い。

冷房能⼒と冷房負荷実績

出所）平成30年度電⼒需給対策広報調査事業。冷房負荷率︓30分ごとのエアコン消費電⼒実測÷冷房定格消費電⼒。
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※基準設定条件（予冷・予熱運転１時間）を想定。
外⽪断熱は”中”のものをグラフにし、エラーバーで”⾼”、”低”を記載。
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２－１１．畳数⽬安
 ⼩売事業者表⽰制度の畳数⽬安で想定する世帯は、1965年の空気調和・衛⽣⼯学会規格

「HASS 109-1965（以下、旧基準という）」の⼾建,南向き,和室である。
 旧基準は、外気温が33℃の⽇でも室内を27℃にできることなどを基準設計の条件にしている。
 同規格は2009年の「SHASE-S 112-2009（以下、新基準という）」で更新されており、新基

準では予冷・予熱運転を⼀時間として基準を設計している。⼀般家庭で予冷・予熱運転をするこ
とはまれであるため、予冷・予熱運転を15分にする補正係数1.74を規定されている負荷に乗じる
こととされている。

⼾建における冷房負荷の例

HASS 109-1965（旧基準）の場合 SHASE-S 112-2009 （新基準）の場合
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２－１２．低負荷運転を考慮したAPFの評価①
 APFの計算⽅法はJIS C 9612:2013において、冷房定格、冷房中間、暖房定格、暖房中

間、暖房低温の5点の測定値を⽤いて規定されている。
 現⾏のJISでは最⼩運転能⼒については任意試験としているものの、試験は⾏わず効率低下係

数を⽤いて計算することを定めている。

効率低下

23℃ 35℃29℃

CD＝
0.25

連続能⼒
可変領域

断続運転
領域

実性能

JIS C 9612のAPF計算(冷房)

外
気温

室内
温度 出⼒ JIS C 9612:

2013
冷房最⼩ 35℃ 27℃ 最⼩ ○

冷房中間 35℃ 27℃ 中間 ●

冷房定格 35℃ 27℃ 定格 ●

冷房低温中間 29℃ 27℃ 中間 ○

暖房最⼩ 7℃ 20℃ 最⼩ ○

暖房中間 7℃ 20℃ 中間 ●

暖房定格 7℃ 20℃ 定格 ●

暖房低温最⼤ 2℃ 20℃ 最⼤ ●
● 必須試験/ ○ 任意試験

APF計算に⽤いる試験

冷房定格
(測定値)

冷房中間
(測定値)

冷房低温中間
(推定値)



0%

10%

20%

30%

40%

50%

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1 1.1 1.2

機
種

数
⽐

率
[%

]

冷房最⼩能⼒[kW]

区分A・B 区分C・D 区分F 区分G
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２－１２．低負荷運転を考慮したAPFの評価②
 2018年度カタログに記載された機器604機について、最⼩運転能⼒に関するデータを冷房能⼒

の⼤きさごとに集計。
 冷房最⼩能⼒は各区分とも平均値が0.6kW程度と変わらないが、機器ごとの最⼩運転能⼒値

には差がある。

出所）使⽤データはエアコンブランド10社（コロナ、シャープ、ダイキン、⻑府、東芝、パナソニック、⽇⽴、富⼠通ゼネラル、三菱重⼯、三菱電機）の2018年度カタログに記載された機器。

冷房最⼩能⼒・区分ごとの機種数

〜3.2kW 〜4.0kW 〜6.3kW 〜9.0kW



4
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最
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値
を

⽤
い

た
AP

F推
計

値

APFカタログ値

区分A・B

2.2kW 2.5kW 2.8kW

＋1 ±0

－1

＋0.5

－0.5

－1.5

低負荷運転を考慮すると
APFが向上する機種

低負荷運転を考慮すると
APFが低下する機種
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２－１２．低負荷運転を考慮したAPFの評価③

出所）最⼩値を⽤いたAPFは、ISO16358をもとに推計した。
使⽤データは、エアコンブランド10社（コロナ、シャープ、ダイキン、⻑府、東芝、パナソニック、⽇⽴、富⼠通ゼネラル、三菱重⼯、三菱電機）の2018年度カタログに記載された機器。カタログに記載のない
冷房中間・暖房中間の測定値は推計し、期間消費電⼒量（暖房・冷房）およびAPFについて、中間能⼒推計値を⽤いた値とカタログ値の相対誤差が0.1%未満であることを確認。
JIS C 9612:2013と合わせるため、冷房空調負荷0%の外気温度 0=23℃、暖房空調負荷100%の空調負荷Φful ( 100 )=0.82×(Φful,t100×1.25)とした。

 最⼩能⼒を考慮した測定法であるISO 16358をもとに、カタログの冷暖房能⼒の最⼩値を消費
電⼒の最⼩値で除した値（最⼩能⼒のCOP）を試算し、APFを推計。

 最⼩値を⽤いたAPF推計値と現⾏JISのAPF（カタログ値）を⽐較すると、最⼩値を⽤いたAPF
推計値は機器ごとにばらつきがあり低下する傾向。
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２－１３．省エネ技術及び機能
家庭⽤エアコンにおける主な省エネ/増エネ技術・機能⼀覧

関連部 消費電⼒が減少する技術内容

圧縮機の
性能向上技術

新冷媒対応 環境規制を受け冷媒転換が進んだR32に対応した摺動部位のクリアランス最適化、冷凍機油の
最適化、給油経路の最適化などにより圧縮機効率を向上。

機械損失・
熱損失低減

ロータリ式圧縮機︓摺動部位のクリアランス最適化やローラとベーンの⼀体化構造で効率を向上
スクロール式圧縮機︓設計圧縮⽐の最適化、固定スクロールラップと旋回スクロールラップのクリアラ
ンス最適化やラップ間の押し付け⼒の最適化、給油経路の最適化などによって圧縮機効率を向上

圧縮機モータ
効率

ブラシレスDCモータについて、
ステータコア︓集中巻き、コイル占積率の増加、鉄⼼の分割などによりモータ効率を向上
ロータコア︓希⼟類系磁⽯の採⽤、電磁鋼板の薄⾁化などによりモータ効率を向上

圧縮機モータ
制御⽤電機品

効率
インバータ回路やコンバータ回路のスイッチング素⼦にSJ-MOSやSiCを採⽤することによる回路損失
の低減、圧縮機モータとのマッチングや制御⽅法の最適化により回路効率を向上。

送⾵系の
性能向上技術

⾼密度実装化やフラップ形状適正化など実装構造適正化により⾵路損失を低減、ファンの翼形状適正化やグリル・
通⾵路形状の適正化により送⾵効率を向上、モータ駆動回路の⾼効率化によりファンモータ効率を向上。

弁の
性能向上技術

主に冷房運転と暖房運転での冷媒経路を切り替える四⽅弁の熱伝導によって発⽣する損失について、弁本体やパ
イプの材質をステンレスを採⽤し熱伝導率を下げることで熱損失を低減。

熱交換器の
性能向上技術

円管フィンチューブ熱交換器について、溝付き管による冷媒側の伝熱促進、フィンスリットの適正形状・配置による空
気側の伝熱促進、細径多パス化により伝熱管後流に⽣ずる死⽔域を減少および冷媒側圧⼒損失を低減。
また、熱交換器の⼤型化により、前⾯⾯積拡⼤により通⾵抵抗を低減および伝熱⾯積拡⼤により伝熱性能を向上。

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



機械損失・熱損失低減

(b)新構造モーター

ポンプ部

吐出パイプ

背圧室

シャフト

ポンプへの
給油

(a)従来構造

従来構造では、ポンプ部で圧縮された⾼温の冷媒は、圧縮機上部からモーターが配置された圧縮機下部へ循環した後、密閉容器の横
に配置された吐出パイプからサイクルへ送られる構成となっていた。そのため、⾼温の冷媒がモーターを加熱することでモーターの損失が⽣じて
いた。更に、圧縮機下部の油溜まりから、シャフト内径の給油孔を通し、背圧室を介して圧縮室内へ油を供給しているため、圧縮室内へ⾼
温の油が供給されることで冷媒の加熱による損失が⽣じていた。
新構造では、吐出パイプを圧縮機上部へ配置することで、圧縮された⾼温の冷媒が圧縮機下部へ⾏き難い構造とし、モーターおよび圧

縮室内の冷媒の加熱による損失を低減している。

油溜り

スクロール式圧縮機
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 圧縮機の性能向上技術

（参考）省エネ技術及び機能の内容①

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



モータ設計では低出⼒域での効率向上を図るために以下を実施してきた。
・集中巻の採⽤ ・ネオジム磁⽯の採⽤
・磁気回路（ティース先端形状）の⾒直し ・電機⼦巻線の巻数変更

圧縮機モータ効率

【分布巻】
・巻線の作る磁界は正弦波状
⇒ 電磁加振⼒成分が⼩さい

・巻線係数を⼤きくできる
⇒ 磁⽯使⽤量の低減が可能

長い

【集中巻】
・巻線端部が交差しないため，
端部の短尺化が可能
⇒ 巻線使⽤量を削減し，銅損低減
⇒ ⾼効率化

短い
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（参考）省エネ技術及び機能の内容②

基準 A

固定子

回転子

特徴
(変更点)

分布巻
ﾌｪﾗｲﾄ磁石

集中巻

ﾈｵｼﾞﾑ磁石

B C

固定子

回転子

特徴
(変更点)

ｽﾛｯﾄ絶縁

q軸鉄心ｶｯﾄ

ﾃｨｰｽ形状

巻数アップ

ｽﾘｯﾄ配置

 圧縮機の性能向上技術

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



コンバータ回路、および、消費電⼒の⼤部分を占める圧縮機駆動部のインバータ回路のスイッチング素⼦に、SJ-MOS(Super 
Junction Metal Oxide Semiconductor Field Effect Transistor）を採⽤することで、回路効率を向上させている。SJ-MOS
は⾼速スイッチング性と低いオン抵抗を両⽴したスーパージャンクション構造のトランジスタであり、これを搭載したドライブシステムはダイ
オードや従来のIGBT(Insulated gate Bipolar Transistor)に⽐べ、低速運転時における素⼦の電圧降下が⼩さく、素⼦の電⼒
損失を低くできる特⻑を持つため、低速での運転時間が⻑いエアコンのAPF性能に有効である。

圧縮機モータ制御用電気品効率
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（参考）省エネ技術及び機能の内容③
 圧縮機の性能向上技術

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



室外機のプロペラファンは、
①ファン直径の拡⼤
②ケーシングを主流⽅向に延⻑してファンの被せ量を増やし整流効果を向上
③ケーシング吸込側の曲⾯の曲率を⼩さくして広い範囲から滑らかに⾵を吸い込む
④後縁形状をカットし発⽣する渦の損失を低減，翼全体を有効に使えるようにする
などにより送⾵効率を向上してきた。

後縁をカットし
翼全体を
有効に活用

回転
方向

拡大

曲率低下による広範
囲からの滑らかな吸込

プロペラファン

ファン回転
方向

ファン被せ量の延長
による整流性の向上

延長ファンケ
ーシング

位置を適正化

通
風
路

上側フラップ
下側フラップ

■室外機

■室内機
室内機に⽤いられている貫流ファンを⼤⼝径

化することで，ファン⼊⼒を低減してきた。
更に、上下⽅向の⾵向をコントロールする吐

出フラップは、通⾵路の延⻑線上に沿わせる位
置に配置し、吐出部開⼝⾯積を拡⼤して流路
損失の低減を図るとともに、吐出空気の静圧を
回収する『ディフューザー効果』で送⾵機動⼒の
低減を実現した。

有効長さ
延長
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（参考）省エネ技術及び機能の内容④
 送⾵系の性能向上技術

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



従来構造 新構造

速度表示色

全体

伝熱管詳細

0.0 5.04.03.02.01.0

m/s

0.0 2.01.61.20.80.4

m/s

φ7 φ5

死水域の減少
Φ7×36本 Φ5×36本

Φ6.35
×12本

■室内機

⾼密度実装技術によって熱交換器を可能な限り拡⼤することで、前⾯⾯積拡⼤による通⾵抵抗低減と伝熱⾯積拡⼤による伝熱性能を向上させてきた。
更に、伝熱管の細径化により伝熱管後流に⽣ずる死⽔域を減少させ伝熱性能を向上させるともに、多パス化による冷媒側圧⼒損失を低減させてきた。
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（参考）省エネ技術及び機能の内容⑤
 熱交換器の性能向上技術

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会



（参考）製品の⼤型化
 熱交換器を⼤型化することにより、圧縮⽐を軽減して省エネルギー化を実現。

出所）(⼀社)⽇本冷凍空調⼯業会（APF︓JIS C 9612:2005）

効率向上と製品の⼤型化の例
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2006年 2017年 アップ率
容積（㎥） 0.175 0.238 36%

熱交換器の
容積（㎥）

0.013 0.029 123%

質量（㎏） 37.0 49.5 34%
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２－１４．ソフト省エネ
 圧縮機や熱交換器などのハード側による省エネ性能技術向上の他に、センシング技術などを⽤い

たソフト側による省エネ性能向上技術がある。
 ソフト側の省エネ技術は測定規格や標準化はされておらず、現⾏のAPF評価には含まれないもの

の、実使⽤環境下においては省エネに資すると考えられる。

ソフト省エネのイメージ

センシング

⼈ 位置
在・不在
体感温度
・・・

部屋 ⽇射
間取り
温度
・・・

学習・制御

学習 ⽣活パターン
部屋の特性
温度予測
・・・

制御 温度設定
起動/停⽌
⾵向き
・・・

効果

・⽣活パターンに基づき
無駄な空調を削減

消費電⼒量削減＋ ⇒ ⇒

・部屋の特性に合わせて
効率的に空調

・不在時に出⼒を下げる
/運転停⽌

・⼈に気流を吹き体感温
度を効率的に下げる

・冷房と送⾵のみ運転を
ハイブリッド運⽤

・・・
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（参考）ソフト省エネの評価例①

出所）2018年度各社カタログより

機種・機能 機能概要 評価条件 評価指標 評価結果 省エネ率
冷/暖

①学習や予測 を主とした機能の評価例

シャープ
AY-J40X2
「クラウドAI」

部屋の性能と帰宅時間などを「クラ
ウドAI」で学習し、⽴ち上げ制御や、
外出前に温度をゆるめる温度シフト
制御で省エネ。

試験室︓14畳フローリング、冷房運転。使⽤条件はログ
データから最も多い使⽤パターン（外気温︓朝⽅30℃/
⼣⽅33℃、設定温度︓26℃。エアコンのオン/オフは1⽇
2回、使⽤時間は朝起床後2.5時間と⼣⽅帰宅後4時
間で計6.5時間）

⼀⽇(6.5時
間)の消費電⼒
量

「COCORO AIR制御」切
（冷房1,451Wh）
「COCORO AIR制御」⼊
（冷房1,203Wh）

17.1%
/

－%

パナソニック
CS-408CX2

「おへや学習機能」

部屋の負荷条件を解析・学習、部
屋の特性に応じてムダな⽴ち上げパ
ワーをカットし節電する「おへや学習
機能」。

試験室︓14畳、外気温︓冷房35℃、設定温度︓冷
房27℃。低負荷環境を学習後。

運転開始から
設定温度到達
までの積算消
費電⼒量

「エコナビ」切
（冷房205Wh）
「エコナビ」⼊
（冷房184Wh）

10.2%
/

－%

⽇⽴
RAS-XJ40J2

「AIこれっきり運転」

画像・温湿度・近⾚外線カメラを搭
載した「くらしカメラAI」で体感温度
変化予測や部屋環境を検知した
「AIこれっきり運転」。

試験室︓洋室14畳、外気温︓暖房2℃、設定温度︓
暖房23℃、⾵速⾃動。在室⼈数は3⼈、室内機から
2.5m離れた時点で3.0メッツ相当。⽇射量が多い⽇中
で、3⼈が近い範囲に存在し、3⼈の位置と⽇が差し込ん
でいるエリアが⼀致し、⼈の周囲温度が設定温度より⾼め
である状態を想定。

安定時1時間
の消費電⼒量

「AIこれっきり」切
（暖房573Wh）
「AIこれっきり」⼊
（暖房326Wh）

－%
/

43.1%

三菱電機
MSZ-FZ6318S
「先読み運転」

ムーブアイmirA.I.（⾼精度⾚外
線センサ）による体感温度変化予
測で「先読み運転」。

試験室︓20畳、外気温と⽇射負荷は独⾃に想定した
夏期/冬期をモデルとし変動。設定温度︓冷房27℃/暖
房23℃。

設定温度到達
後4時間の消
費電⼒量

「先読み運転」切
（冷房670Wh/暖房1,115Wh)
「先読み運転」⼊
（冷房649Ｗh/暖房1,049Wh)

3.1%
/

5.9%

①学習・予測

 カタログでは、各社独⾃の測定条件におけるソフト省エネの評価結果を定量的に記載している。



（参考）ソフト省エネの評価例②

出所）2018年度各社カタログより

機種・機能 機能概要 評価条件 評価指標 評価結果 省エネ率
冷/暖

②⼈のセンシング を主とした機能の評価例

ダイキン
RXシリーズ

「快適エコ⾃動運転」

⼈感センサーで⼈のいる場所に集
中的に気流を吹き分け、快適と省
エネを両⽴して⾃動運転する「快適
エコ⾃動運転」。

集合住宅(鉄筋)洋室、南向き中間階、換気回数0.5
回/h、天井⾼さ2.4m/部屋容積55.4㎥相当。快適エ
コ⾃動運転⾵向上下⾃動時の設定温湿度︓冷房
28℃,50％/暖房22℃,50％。冷暖房運転の設定温
度︓冷房26℃/暖房25℃。

実測データに基
づき室内温度
安定時の16時
間運転の消費
電⼒量試算値

「冷暖房運転」
（冷房10.79kWh/暖房6.71kWh)
「快適エコ⾃動運転⾵向上下⾃動時」
（冷房7.78kWh/暖房6.17kWh)

27.9%
/

8.0%

東芝
RAS-E406DRH

「ecoモード」
⼈サーチセンサーで⼈の位置を把握
し運転する「ecoモード」。

試験室︓14畳、外気温︓冷房33℃/暖房7℃、設定
温度︓冷房26℃/暖房23℃、⾵量⾃動、居住者がエ
アコンから右⽅向に1名位置。

安定時1時間
の消費電⼒量

「通常冷房/暖房運転」
（冷房77Wh/暖房191Wh）
「ecoモード運転（⾵あて時）」
（冷房54Wh/暖房158Wh）

29.9%
/

17.3%

三菱重⼯
SRK40SW2
「エコ運転」

⼈感センサーで⼈の状況を確認、
⼈の活動量に応じて⾃動でひかえ
めな運転に切り替える「エコ運転」。

試験室︓洋室16畳、外気温︓冷房35℃/暖房7℃、
通常運転時の設定温度︓冷房28℃/暖房20℃、⾵量
⾃動。活動量︓冷房 1メッツ相当/暖房 2メッツ相当。

安定時1時間
の消費電⼒量

「通常運転時」
（冷房303Wh/暖房357Wh）
「エコ運転時」
（冷房195Wh/暖房181Wh）

35.6%
/

49.3%

③不在時オフ を主とした機能の評価例

東芝
RAS-E406DRH
「不在節電機能」

⼈サーチセンサーで⼈の位置を把握
し運転する「不在節電機能」。

試験室︓14畳、外気温︓冷房33℃/暖房7℃、設定
温度︓冷房26℃/暖房23℃、⾵量⾃動。

安定時1時間
の消費電⼒量

「⼈がいる時」
（冷房72Wh/暖房277Wh）
「⼈がいない時」
（冷房50Wh/暖房57Wh）

30.6%
/

79.4%

パナソニック
CS-408CX2

「不在省エネ運転」
⼈の不在を検知すると、運転パワー
をセーブする「不在省エネ運転」。

試験室︓14畳、外気温︓冷房35℃/暖房2℃、設定
体感温度︓冷房25℃/暖房25℃。

安定時1時間
の消費電⼒量

「連続運転」
（冷房297Wh/暖房536Wh）
「不在省エネ運転」
（冷房238Wh/暖房429Wh）

19.9%
/

20.0%

富⼠通ゼネラル
AS-X40H2
「不在ECO」

⼈感センサーで在室か検知し⾃動
で節電運転への切り替えや運転の
停⽌・再開をする「不在ECO」。

試験室︓14畳、外気温︓冷房35℃/暖房7℃、設定
温度︓冷房28℃/暖房20℃、⾵量強⾵。

安定時1時間
の消費電⼒量

「不在ECO」オートセーブ機能切
（冷房200Wh/暖房208Wh）
「不在ECO」オートセーブ機能⼊
（冷房145Wh/暖房111Wh）

27.5%
/

46.6%

三菱重⼯
SRK40SW2

「不在時ひかえめ運転」

⼈感センサーで⼈の不在を検知す
ると、約15分後に⾃動でパワーをひ
かえめにする「不在時ひかえめ運
転」。

試験室︓洋室16畳、外気温︓冷房35℃/暖房7℃、
⾵量⾃動。

安定時1時間
の消費電⼒量

「⼈感センサー」切
（冷房473Wh/暖房445Wh）
「⼈感センサー」⼊
（冷房221Wh/暖房355Wh）

53.3%
/

20.2%

②⼈のセンシング、③不在時オフ
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（参考）ソフト省エネの評価例③

機種・機能 機能概要 評価条件 評価指標 評価結果 省エネ率
冷/暖

④部屋のセンシング を主とした機能の評価例

シャープ
AY-J40X2

「エコ⾃動運転」

⽇差しの変化などを⾒分けて、⾃
動で運転効率を優先した省エネ運
転をする「エコ⾃動運転」。

試験室︓14畳フローリング、外気温︓冷房35℃/暖房
7℃、エコ⾃動運転の設定︓同⼀体感温度、通常運転
の設定温度︓冷房26℃/暖房23℃。⽇射︓冷房なし/
暖房あり。

運転開始から1
時間後の積算
電⼒量

「通常冷房/暖房運転」
（冷房921Wh/暖房2195Wh）
「エコ⾃動運転」
（冷房586Wh/暖房1753Wh）

36.4%
/

20.1%

パナソニック
CS-408CX2

「ひとものセンサー」

⼈・家具・間取りなどを⾼精度で⾒
分ける「ひとものセンサー」で温冷感
を解析し、快適性と節電効果を⾼
める。

試験室︓14畳、外気温︓冷房35℃/暖房2℃、設定
体感温度︓冷房25℃/暖房25℃。着⾐量︓冷房約
0.3clo/暖房約1.5clo、⽇射︓冷房_弱くなった場合/
暖房_⼊っている場合。エアコンの設置位置から対⾯上の
1エリア（遠距離エリア）に⼈が存在。

安定時1時間
の消費電⼒量

「エコナビ」切・「センサー」切
（冷房425Wh/暖房1,195Wh）
「エコナビ」⼊・センサー⾵あて
（冷房191Wh/暖房354Wh）

55.1%
/

70.4%

富⼠通ゼネラル
AS-X40H2

「3D温度センサー」

「3D温度センサー」で計測した⽴体
的な部屋温度とハイブリッド気流に
よって、運転のムダを省き、快適性と
省エネ性を向上。

試験室︓14畳、外気温︓冷房35℃/暖房7℃、設定
温度︓冷房26℃/暖房25℃、⾵量⾃動、⾵向冷房/
暖房標準。

安定時1時間
の消費電⼒量

「3D温度センサー」切
（冷房190Wh/暖房354Wh）
「3D温度センサー」⼊
（冷房138Wh/暖房244Wh）

27.4%
/

31.1%

⑤送⾵とのハイブリッド を主とした機能の評価例

三菱重⼯
SRK40SW2

「快適⾃動運転」

温度・湿度センサーでお部屋の状
況をチェックしPMVや体感温度に合
わせて⾃動で送⾵に切り替える「快
適⾃動運転」。

試験室︓洋室16畳、外気温︓冷房35℃/暖房7℃、
⾵量⾃動。

安定時1時間
の消費電⼒量

「通常運転時」
（冷房473Wh/暖房340Wh）
「快適⾃動運転時」
（冷房221Wh/暖房247Wh）

53.3%
/

27.4%

三菱電機
MSZ-FZ6318S
「ハイブリッド運転」

ムーブアイmirA.I.（⾼精度⾚外
線センサ）による体感温度に合わ
せて冷房と送⾵の「ハイブリッド運
転」。

試験室︓20畳、外気温︓冷房30℃/暖房7℃、設定
体感温度︓冷房28℃/暖房23℃。

安定時1時間
の消費電⼒量

「ハイブリッド冷房/暖房」切
（冷房227Wh/暖房451Wh）
「ハイブリッド冷房/暖房」⼊
（冷房26Wh/暖房386Wh）

88.5%
/

14.4%

⑥⾃動掃除 を主とした機能の評価例

東芝
RAS-E406DRH
「⾃動お掃除」

エアコン内部の「⾃動お掃除」で省
エネ性能をキープ。 JRA4046-2004 に準拠した運転条件

1年間の期間
消費電⼒量の
算出値

「内部お掃除」なし
（1,247kWh）
「内部お掃除」あり・1年2回フィルター
掃除（1,120kWh）

10.2%

④部屋のセンシング、 ⑤送⾵、⑥⾃動掃除

出所）2018年度各社カタログより
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（参考）省エネ⼤賞受賞製品

年度 社名 製品名 技術

平成29年度 三菱電機 家庭⽤エアコン「霧ヶ峰FZシリー
ズ」

• 圧縮機の低負荷から⾼負荷の性能向上
• 住宅の断熱性学習による過剰動作抑制

平成28年度 パナソニック
家庭⽤ルームエアコン「ダブル温
度・同時吹き分け気流システム
搭載」WXシリーズ

• 可変圧⼒弁による⼆温度熱交換と⼆気流制御
• 温度センサーによる体感温度差を加味した空調制御

平成28年度 ダイキン⼯業 床暖房接続可能な住宅⽤マル
チエアコン

• 床暖房との連動制御
• 複数のエアコンを⼀台のヒートポンプ室外機に接続

平成28年度 ⽇⽴ジョンソンコント
ロールズ空調

ルームエアコン「ステンレス・クリー
ン ⽩くまくん」

• スクロール圧縮機による室内機のコンパクト化
• 熱画像センサーでの個⼈識別による在室時間把握で過剰動作抑制

平成27年度 三菱電機 家庭⽤エアコン「霧ヶ峰FZ/FZV 
シリーズ」

• 送⾵機への⾼効率プロペラファンの採⽤
• 熱交換器レイアウトの⾒直し

平成27年度 パナソニック 家庭⽤ルームエアコン「エコナビ
搭載エアコン WXシリーズ」

• 熱画像センサーを⽤いた温冷感検出技術
• 圧縮機排熱の蓄熱による霜取への活⽤
• 室内機ファンの送⾵効率改善
• 室外機の可変冷媒パス技術による熱交換器効率の向上
• プロペラファンの⼤型化と⽻根枚数の増加による送⾵効率の向上

平成26年度 ⽇⽴アプライアンス ルームエアコン「ステンレス・クリー
ン⽩くまくん」

• ⼤径化の波形貫流ファンや室外機のプロペラファンの形状最適化
• カメラ機能の採⽤による送⾵効率改善
• 3分割した前側フラップの独⽴制御

平成26年度 三菱電機 家庭⽤エアコン「霧ヶ峰Zシリー
ズ」

• マルチレベルコンバータの採⽤
• ⾚外線センサーによる全⽅位の温度検出
• フラップ等の改良による真横吹き気流の実現

出所）（⼀財）省エネルギーセンター「省エネ⼤賞受賞内容」より作成
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（参考）フロン対策の全体像①

出所）環境省・経済産業省、「フロン類の使⽤の合理化及び管理の適正化に関する法律の⼀部を改正する法律案 参考資料」、2019年3⽉19⽇より
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（参考）フロン対策の全体像②

出所）産業構造審議会製造産業分科会第6回化学物質政策⼩委員会 平成30年度第1回化学物質審議会 合同会議、2019年1⽉10⽇より
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（参考）フロン対策の全体像③

出所）産業構造審議会製造産業分科会第6回化学物質政策⼩委員会 平成30年度第1回化学物質審議会 合同会議、2019年1⽉10⽇より
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（参考）トップランナー制度基準策定における基本的考え⽅①

*「特定機器に係る性能向上に関する製造事業者等の判断基準の策定・改定に関する基本的考え⽅について」（第１０回総合資源エネルギー調
査会省エネルギー基準部会平成１９年６⽉１９⽇改訂）の原則

 原則１．対象範囲は、⼀般的な構造、⽤途、使⽤形態を勘案して定めるものとし、①特殊な⽤
途に使⽤される機種、②技術的な測定⽅法、評価⽅法が確⽴してない機種であり、⽬標基準を
定めること⾃体が困難である機種、③市場での使⽤割合が極度に⼩さい機種等は対象範囲から
除外する。

 原則２．特定機器はある指標に基づき区分を設定することになるが、その指標（基本指標）は、
エネルギー消費効率との関係の深い物理量、機能等の指標とし、消費者が製品を選択する際に
基準とするもの（消費者ニーズの代表性を有するもの）等を勘案して定める。

 原則３．⽬標基準値は、同⼀のエネルギー消費効率を⽬指すことが可能かつ適切な基本指標
の区分ごとに、１つの数値⼜は関係式により定める。

 原則４．区分設定にあたり、付加的機能は、原則捨象することとする。但し、ある機能のない製
品を⽬標基準値として設定した場合、その機能をもつ製品が市場ニーズが⾼いと考えられるにもか
かわらず、⽬標基準値を満たせなくなることから、市場から撤退する蓋然性が⾼い場合には、別の
区分とすることができる。

 原則５．⾼度な省エネ技術を⽤いているが故に、⾼額かつ⾼エネルギー消費効率である機器に
ついては、区分を分けることも考え得るが、製造事業者等が積極的にエネルギー消費効率の優れ
た製品の販売を⾏えるよう、可能な限り同⼀の区分として扱うことが望ましい。
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（参考）トップランナー制度基準策定における基本的考え⽅②

*「特定機器に係る性能向上に関する製造事業者等の判断基準の策定・改定に関する基本的考え⽅について」（第１０回総合資源エネルギー調
査会省エネルギー基準部会平成１９年６⽉１９⽇改訂）の原則

 原則６．１つの区分の⽬標基準値の設定に当たり、特殊品は除外する。但し、技術開発等によ
る効率改善分を検討する際に、除外された特殊品の技術の利⽤可能性も含めて検討する。

 原則７．家電製品、ＯＡ機器においては、待機時消費電⼒の削減に配慮した⽬標基準とする
こと。

 原則８．⽬標年度は、特定機器の製品開発期間、将来技術進展の⾒通し等を勘案した上で、
３〜１０年を⽬処に機器毎に定める。

 原則９．⽬標年度において、⽬標基準値に達成しているかどうかの判断は、製造事業者毎に、
区分毎に加重平均⽅式により⾏うこととする。

 原則１０．測定⽅法は、内外の規格に配慮し、規格が存在する場合には、可能な限りこれらと
の整合性が確保されたものとすることが適当である。また、測定⽅法に関する規格が存在しない場
合には、機器の使⽤実態を踏まえた、具体的、客観的、定量的な測定⽅法を採⽤することが適
当である。


